
は し が き

私たち誰もが、豊かで明るい生活を送りたいと願っています。そのた

めに毎日一生懸命働き、その対償として給与を受け取っています。会社

から受け取る給与が、私たち家族の豊かで明るい生活を送るための

“糧”となって支えているのです。

しかし、災害等が豊かで明るい生活を送りたいという私たちの願いを

遮ろうとします。そうした災害等が発生したとき、救いの手を差し伸べ

てくれるのが社会保険制度です。

願ってはおりませんが、病気やケガをすることだってあります。医療

費にたくさんの負担を強いられたり、またそのために会社を休んで給与

をもらえなかったら生活に支障をきたします。社会保険制度は、このよ

うなときに医療費の負担を少なくしてくれたり、受けられない給与の補

てんをしたりしてくれるのです。

社会保険制度とまったく無縁という人はいないでしょう。私たちの生

活は、社会保険制度によって支えられています。しかし、思わぬ災害を

被ったために、社会保険制度から救いの手を差し伸べてもらおうと思っ

ても、社会保険制度がすすんで救いの手を差し伸べてくれるわけではあ

りません。

人は誰でも災害を待っているわけではありません。また、若い人達に

とっては老齢はずっと先のことでしょう。でも、災害はいつ襲ってくる

かわかりませんし、老齢は確実にやってきます。



日頃から社会保険事務を正しく処理しておかないと、万が一の災害を

被って、救いの手を差し伸べて欲しいときに何の役にも立たないという

ことがあります。本人や会社の担当者が、日頃から社会保険に関する事

務をきちんとしておくことが必要なのです。

社会保険制度のしくみを理解し、社会保険事務を正確に処理しておく

ことがきわめて大切です。

社会保険は複雑でわかりにくいものです。その社会保険をもっと身近

なものとしていただくために、本書では図表を多く用い、また文章もで

きるだけ専門用語を使わず読みやすいものとしました。

また、第１章「社会保険のしくみ」、第２章「会社で行う事務」、第３

章「保険料の徴収と納付」、第４章「その他変更の届出」、第５章「保険

事故と保険給付」と、各保険制度ごとの構成ではなく日常の事務を円滑

に行えるような構成としています。

本書が、初めて社会保険事務を担当する人はもちろん、一般のサラ

リーマンやOLのみなさんにとっての入門書となり、また管理監督者が

チェックするための一助になればと願っております。

末筆になりましたが、本書の上梓に際しお世話になりました税務研究

会出版局の編集諸氏に厚くお礼を申し上げます。

平成29年４月

𠮷 田 正 敏
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１ 社会保険というけれど

1 保険はどうして成り立つ

美味しいものを食べたり、旅行やレジャーを楽しむことができるのも、健康

で毎日働くことができるからでしょう。

しかし、望んではいないことですが、思わぬ病気やケガをしたり、また不幸

にして亡くなることもあります。

病気やケガのため働けなくなると、治療費にたくさんお金がかかったり、働

けないために収入が得られなくなったりします。また不幸にして亡くなるとい

うことにでもなれば、残された家族の生活はその日からたちゆかなくなってし

まいます。

ですから、私たちは健康に人一倍気を使っています。それでも思わぬ病気や

ケガをしてしまうものです。いつなんどき襲ってくるのかわからないのが“災

難”なのです。

そこで、いつ災難が襲ってきてもできるだけ生活が困らないように、みんな

でお金を出し合って貯めておき、そのお金で災難に襲われた人を助けようとい

うのが「保険」という制度なのです。

(１) 公的保険と私的保険

「保険」と名の付くものには、健康保険や厚生年金保険、雇用保険や労災保

険の他、火災保険や自動車保険、生命保険などがあります。介護費用保険や個

人年金保険などのパンフレットも見かけます。

このうち健康保険や厚生年金保険、雇用保険、労災保険は国（健康保険と厚

生年金保険は公法人）が運営しています。火災保険、自動車保険、生命保険な

どは損害保険会社や生命保険会社といった民間の会社が運営しています。
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国が運営している保険を「公的保険」、損害保険会社や生命保険会社の民間

企業が運営している保険を「私的保険」とに分けることができます。

保険

公的保険 国（公法人）が運営

・健康保険

・厚生年金保険

・雇用保険

・労災保険 など

私的保険 民間の会社が運営

・火災保険

・自動車保険

・生命保険

・個人年金保険 など
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2 公的保険は強制加入

災難に出会ったときに助けてくれるのが保険です。

(１) 保険加入が自由な私的保険

私的保険である損害保険や生命保険は、保険に入りたいと思う人が自由に入

る「任意加入」となっています。そして、たくさんの保険料を納めておけば、

災難に出会ったとき多くの金額を受けとれることになっています。

しかし、その保険に加入していなかったとしたら、いくら災難に出会っても

助けてくれることはありません。万が一のためにとわかっていても、保険料が

高かったりすると保険に入りたいと思っていても入れない場合があります。

生活に余裕のある人は保険に入ることができ、万が一の災難に出会っても保

険から助けてもらえます。

一方、生活に余裕がないから保険に入ることもできず、災難に出会っても保

険から何の救済の手も差し伸べられない、こうしたアンバランスを国としても

放っておくことはできません。

そこで、民間の私的保険だけに任せず、国（公法人を含む。以下同）が運営

する社会保険制度としての公的保険が必要となるわけです。

(２) 強制的に加入しなければならない公的保険

国が運営する以上は、災難に出会った場合にはできるだけ多くの人を助けら

れるようにしなければなりません。そこで、公的保険は一定の条件に該当すれ

ば、意思を問わず必ず入らなければならないという「強制加入」を原則として

います。

そして、強制加入であれば保険加入者が多くなって、出し合った保険料もた

くさん貯めておくことができます。災難に出会った人を助けるためのお金がた
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くさんあればあるほど、手厚い救済の手を差し伸べることができるようになり

ます。また、少ない人数でたくさんのお金を出し合うより、少しづつでも多く

の人が出し合うほうが、一人ひとりの負担も少なくて済みます。

この、国が運営する公的保険を「社会保険」といいます。

私的保険＝任意加入←―――→公的保険＝強制加入
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3 12種類もある社会保険

サラリーマンやOLなど会社に勤めている人が加入している社会保険は、健

康保険と厚生年金保険（国民年金を含みます。）、雇用保険、労災保険、それに

日本の社会保険>
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介護保険の五つです。しかし、社会保険はそれだけでなく、国民健康保険や国

民年金、船員保険や各種共済など全部で12種類もあります。

平成27年10月に共済組合の年金部分が厚生年金保険に統合されています。

(１) 職域保険としての社会保険

そして、この12種類の社会保険のどれに加入するかは、本人が自由に選ん

で入るというわけではありません。その人がどういう仕事に就くかによって自

動的に決まるシステムとなっています。

会社勤めのサラリーマンやOLなら健康保険に厚生年金保険それと雇用保険

に労災保険、公務員なら共済組合、自営業者であれば国民健康保険や国民年

金、船員なら船員保険、主婦ならば国民年金などというように決まってきま

す。

このようにして国民の一人ひとりが、いずれかの保険に加入することになり

ます。「国民皆保険」といわれるのはこのためです。

このように、わが国の社会保険は、その人の就いている仕事によって加入す

る保険が決まってくることから、「職域保険」という性格を持っています。

ただ、職域保険としてのひずみが、世の中の移り変わりの中で現れてきたた

め、昭和61年に年金制度の改革が行われています。

基礎年金制度（国民年金）の導入によって、会社勤めの人も公務員も、また

船員なども国民年金に加入することになりました。すなわち、国民年金が職域

にとらわれない、すべての国民に共通となるように改められているのです。

(２) 被用者保険としての社会保険

また、原則として、社会保険は雇用されている人が加入する「被用者保険」

としての性格も持っています。
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２ 会社員の加入する社会保険

1 五つの社会保険と管轄

会社の社会保険事務を担当する人は、12種類ある社会保険を全部勉強しな

ければならないとなると、それは大変なことです。でも安心して下さい。サラ

リーマンやOLが加入しているのは、健康保険と厚生年金保険、雇用保険と労

災保険、それに介護保険の五つです。この五つの保険について勉強すればよい

でしょう。

(１) 国の機関と実際の窓口

一般に、健康保険と厚生年金保険のことを社会保険と呼んだりしています。

これは、健康保険と厚生年金保険の窓口が、社会保険事務所となっていたため

でしょうか。健康保険と厚生年金保険は、どちらも厚生労働省のなかにある社

会保険庁が国の機関として運営をしてきました。

そして、各都道府県に地方社会保険事務局が設けられ、実際の窓口が社会保

険事務所となっていました。正確にいうと、“狭義の社会保険”となるでしょ

う。

しかし、健康保険は、平成20年10月に社会保険庁から切り離され、全国健

康保険協会という公法人の運営となりました（政管健保から協会けんぽへと変

わりました。）。全国健康保険協会の窓口（下部組織）として、各都道府県に支

部が設けられています。ただし、保険給付や被保険者証等に関する以外の資格

取得や喪失などの窓口は、従来通り年金事務所（旧社会保険事務所）となって

います。また、厚生年金保険の運営も、健康保険と同様に社会保険庁から切り

離され、平成22年１月に日本年金機構に移管されました。日本年金機構の窓

口機関として、全国312ヵ所に年金事務所（旧社会保険事務所）、また29ヵ所
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に事務センターが置かれています。これによって、社会保険庁は完全に解体さ

れることになりました。ただし、年金制度の財政や運営責任は、厚生労働本省

が行うことになっています。

一方、雇用保険と労災保険は、国の機関が厚生労働省となっています。保険

加入や保険料の徴収・納付を一本化していますから、雇用保険と労災保険を総

称して労働保険と呼ぶこともあります。そして、厚生労働省の地方機関とし

て、各都道府県に労働局が設置されています。

このうち雇用保険の窓口が公共職業安定所（ハローワークと呼んでいま

す。）、労災保険が労働基準監督署となっているのです。

介護保険は、各市区町村が責任をもって運営します。サラリーマンやOLの

介護保険料は、健康保険料と一緒に集めて各市区町村に納めることになってい

ます。

社会保険の担当者は、ただ届出などの書類が書ければよいというのではな

く、様々なことを“判断”しなければなりません。そのためには、こうした管

轄のしくみなどを知っておくことが大切となってきます。

五つの保険は、こういうときにはこの保険がカバーすると、ちゃんと守備範

囲が決まっているのです。安心して働けるように、この五つの保険が私たちを

守ってくれているわけです。しかし、それは私たちが正しい知識と判断の上

で、正しい手続きをしたときです。社会保険が、本当に“保険”となれるかど

うかは、ひとえに社会保険事務を担当するみなさんにかかってくるのです。

9⃞2 会社員の加入する社会保険



全国健康保険

協 会

都 道 府 県

労 働 局

年金事務所 公共職業安定所 労働基準監督署

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 労災保険

《社 会 保 険》 《労 働 保 険》

健康保険組合

単独健保

複数健保

市（区）町村

介護保険

日 本

年 金 機 構

都道府県支部

厚 生 労 働 省

10 第１章 社会保険のしくみ


